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に占める定住外国人の割合（1.7％）が少ないためであろう。ところが 2016 年 9 月、にわかに国籍
法に関心が集まった。民進党党首選（2016 年 9 月 15 日投票）をめぐる蓮舫議員の重国籍問題が報
じられたためである。蓮舫議員は、中華民国（台湾）籍が残っていたことを明らかにし、10 月 7
日、戸籍法第 104 条 2 による日本国籍の選択宣言を行なって、重国籍を解消した。しかし余波は続
いている。9 月 27 日、維新の会は国会議員の二重国籍を禁止する公職選挙法改正法案を参議院に
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正草案（2012 年）に示されている家族観について、国際結婚者とその子どもたちの存在から考察






経過措置により母親の日本国籍を取得して重国籍になった。国籍法 14 条は 20 歳までに重国籍に








るのは、認知された子の国籍の取得（3 条 1 項）の際に虚偽の届出をした場合に限られている（20
条）。






事者はどのような思いでいるのか。下記は、筆者らが 10 月 28 日に日本記者クラブで「海外に住む
日本人と複数国籍」について会見した映像４）を見た視聴者から筆者に送られてきたメールの一部
である。
2016/11/3　福岡県在住・60 代男性。台湾籍在日 2 世として生まれ、1983 年に日本人女性と結婚、1984 年第
1 子、1986 年に第 2 子誕生。1991 年に帰化。










民事局長通達（1952 年 4 月 19 日、民事甲第 438 号）によって喪失させられたのは、サンフランシ



























































第  14 条　外国の国籍を有する日本国民は、外国及び日本の国籍を有することとなった時が 20 歳に達する以























































































法改正は、ヨーロッパは 70 年代、日本は 85 年、韓国は 98 年である。韓国は父母両系血統主義へ
の改正は日本の 13 年後であるが、複数国籍の容認については条件付きながら 2010 年に改正し、
2011 年 1 月 1 日から施行している。理由は国際競争力を高める観点から「国籍唯一の原則」が足
武田：複数国籍の日本ルーツの子どもたちの存在から問う「国のあり方」 73
かせになるとの判断であった。1997 年からの 10 年間で韓国籍を放棄した者の数は約 17 万人であ















父母両系制（仏 73 年、独 75 年、ス
























































※ AMF : Association for Multi-Cultural Families（国際結婚を考える会）10）



















　次に司法に視点を移し、国籍法をめぐる最高裁判決を 2 つ取り上げる。ひとつは、2008 年 6 月
の国籍法（3 条）違憲訴訟に対する判決である。この判決は原告が勝訴した。日本人父と外国人母
との間に生まれた子は、婚姻で嫡出子になった場合に限って届出による日本国籍取得を認める国籍
法 3 条 1 項は、法の下の平等を定めた憲法 14 条 1 項に違反すると判示した。「子が自らの意思や努
力では変えることのできない父母の婚姻」を国籍取得条件にすることは、不合理な差別だとの画期
的判断が下されたのである。
















高裁判決が出された 2008 年と 2015 年の間に変わったのは何だろうか。最も大きな変化は民主党か
ら自民党と公明党の連立政権への政権交代である。2012 年 12 月の衆議院議員選挙で自民党は 294
議席、公明党は 31 議席を得た。両党で 480 議席のうち 325 議席（67.7％）の安定過半数を確保し
た。2016 年に入り安倍政権と日本会議（1997 年発足）に関する出版が相次いでいる（山崎 2016：
青木 2016 ほか）。
　日本会議機関誌「日本の息吹」（2013 年 5 月号）は、「私どもの運動の大きな成果の一つは、何

















　現行憲法と自民党草案を比較したものが表 2 である。13 条〈個人の尊重〉を見ると、尊重され
る対象が「個人」から「人」に変わり、「公共の福祉に反しない限り」が「公益及び公の秩序」に









































































は約 350 万人である 15）。海外在留邦人数調査統計（平成 27（2015）年版）によると、2014 年 10
月 1 日現在の在留邦人の数は 129 万人である。この中で「長期滞在者」（3 か月以上の海外在留者
でいずれ帰国する予定の者）は 85 万人、「永住者」（在留国等から永住権を認められ生活の本拠を
















one are you more connected with?）。私は当然「台湾だと思うけど、そう答えると相手は、私は日本語を知
らないだろうとか、日本人ぶってるとか、そういう考えやコメントを言われるのが本当にいや。
　前に台湾で学校のクラスメイトが私に「你當然是台灣人　你在台灣 18 年　台灣養你養那麼久　你怎麼可以
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１）10 月 29 日付産経新聞は朝刊 1 面で、市民団体（「愛国女性のつどい花時計」岡真樹子代表）が東京地検に告
発状を提出したと報道。これに対して、①国籍法 14 条違反は不可罰であり、国籍選択届を出すまで違反状態で
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あったとしても刑事「処罰」を求める「告発」はできない。②公選法違反の時効は 3 年であるため、2004 年 7
月の参議院選挙公報に「1985 年、台湾籍から帰化」と記載していたことは時効 3 年（法定刑は「2 年以下の禁
錮又は 30 万円以下の罰金」）が経過しているため「立件」の見込みは低い事案との指摘もある。蓮舫議員の国
籍選択をめぐる説明の度重なる変遷があったとしても、「刑事責任を問われるかどうか、犯罪捜査の対象となる
かどうかは、別次元の問題」（下線は筆者）だということである。後段の告発をめぐる議論は、2016 年 11 月 1
日付「『蓮舫氏告発』は時効切れの疑い 大々的に報じた産経新聞の責任」楊井人文（日本報道検証機構代表・
弁護士）より要約。追記：2017 年 1 月 7 日　東京地検は同上告発状を不起訴処分とした。
２）小野田紀美参議院議員は自身の Facebook に、2015 年の参議院議員立候補にあたり確認したところ、「米国の
法においての放棄ができていなかった」こと、2015 年 10 月に日本国籍の選択と米国籍放棄手続きを行なった
と記載した。
３）日本弁護士連合会（以下「日弁連」）からの照会に対して、法務省は戸籍の届出等から判明している国籍選択
者は 1985 年から 2005 年までで 51,000 人と回答した。同時期の国際結婚者数は 582,911 組。合計特殊出生率が









籍を取得した者は重国籍になる（2013 年 12 月の筆者の台湾での取り調査）。
６）第 101 回国会　衆議院法務委員会（1984 年 4 月）第 12 号議事録
７）第 94 回（1981 年 5 月 22 日）国会衆議院法務委員会議録 15 号
８）2016 年 10 月、AMF 会員からの聞き取り。
９）第 94 回（1981 年 6 月 2 日）国家参議院法務委員会議録 10 号
10）1979 年に発足した国際結婚当事者団体。http://amf.world.coocan.jp/
11）第 159 回国会　衆議院法務委員会（2004 年 6 月）第 33 号議事録
12）第 161 回国会　衆議院法務委員会（2004 年 11 月）第 33 号議事録
13）2014 年 6 月 28 日付、朝日新聞朝刊。「『全体』のため『個』否定　価値観違う『他者』排除　国民から憲法奪
う企て」。






















【付記】 本稿は、平成 26 年〜28 年度科学研究助成事業、基盤研究Ｃ、研究課題番号 26380725（研究代表者：武田
里子）の成果の一部である。
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“The State of the Nation” Questioned Based on the Existence of Children with 
Japanese Roots Who Possess Multiple Nationalities
Satoko TAKEDA
　Nationality is a qualification as a member of a particular state and is defined as a legal bond that 
links an individual and a specific country. In September 2016, due to the issue of multiple nationality 
of Renho, a member of the House of Councillors who became the leader of the Democratic Party (DP), 
social interest in the Nationality Act has suddenly increased.
　The purpose of this paper is to focus on the divergence between the legal system and the actual 
situation surrounding the “principle of one nationality” in order to elucidate the fact that this system 
cannot be maintained under globalization. First, we shall summarize the problems of the nationality 
selection system. Second, we shall examine why the nationality selection system is strictly maintained 
to, while Nationality Act was change from paternal jus sanguinis to paternal and maternal jus sanguinis 
in 1984. Third, we shall examine the relationship of the view of the family and international marriage 
seen in the constitutional draft of the LDP (2012).
　The existence of children with multiple nationalities indicates that globalization has spread to the 
living of people. It should be regarded not as a threat but as an opportunity to create a system that 
accepts the nation-state system and the diverse lifestyles of people. The abolition of the nominal 
nationality selection system is the first step.
Key words： principle of one nationality, nationality selection system, paternal jns sanguinis, paternal 
and maternal jns sanguinis
